
別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２　月　 ５　日

組織名称

補職名・氏名令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

目
標
２

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

T3

行政の改革と庁
内ＤＸ

改 革 ・ カ イ ゼ
ン・ＤＸによる
事務事業の合理
化・効率化の推
進

１．ＦＭたじみの改革促進 ①改革方針案とりまとめ
（8月）、②関係者事務レベル協議（10月）、③関係者
トップ協議改革案とりまとめ（12月） ２．自治体シ
ステム標準化・共通化 ①各課支援・全システム進捗
管理、②標準準拠システム切替（2月）、③ガバメント
クラウド環境への移行（2月） ３．庁内ＤＸ３主要事
業 ①ペーパレス会議推進、②無線LAN化によるオンラ
イン会議容易化、③オンライン申請・手続きの増数 9
月末150項目、3月末200項目に。 ４．庁舎窓口BPRア
ナログ改革実施（1月） ５．全庁的ペーパレス化
６．市施設大規模保全工事次年度事業とりまとめ
７．リース方式施設LED化及びトイレ洋式化の全庁調整

T3

1－①②（7月）事務局体制改革を主導。新体制下で
次年度会社方針を協議・とりまとめ。
2－①全業務Fit＆Gap完了(8月)。収納関係機関(金
融機関,コンビニ等)調整(12月)。システム移行作業
完了、帳票様式作成(共通分)(1月)。②当初予定通
りシステム稼働切替(2/24)。③ガバメントクラウド
環境構築(4月)。本番切替(2/24)。
3,①ペーパレス庁議開始(5/7)。ペーパーレス会議
システム運用開始(11月)。②オンライン会議システ
ム構築・稼働(1月)。③新機能追加しオンライン手
続随時拡大(150手続超)。4.転入・おくやみ手続き
改善策とりまとめ。6.次年度事業選定。7 R7LED事
業発注（5月）。次年度LED・ﾄｲﾚ様式化事業選定。

T2

T2

1-①市議会定例会補正予算編成。②（7・8月）事業
費調査・総計ヒアリングによる事業選択・事業費精
査。（9月）次年度予算編成方針決定。次年度人件
費抑制方針とりまとめ。（1月）次年度予算とりま
とめ。（３月議会報告）財政判断指標見直し。③次
年度地方創生交付金実施計画調整・とりまとめ。2
－①全庁体制による寄附促進主導。②前年度寄附企
業への文書・電話によるリピートセールス。1/19現
在寄附額4,805万円。3.（8月）公の施設等の使用料
等減免見直し。 4.全庁的新規広告確保方針の立
案。（12月）広告募集結果：137万円／年。5.ｸﾗｳﾄﾞ
ﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ活用指針策定し、6事業実施決定。法定外
目的税の研究、創設素案策定。

予算編成と増収
策の立案・実施

総計ヒアリング
や事業費調査に
よる次年度予算
編成及び増収施
策のリーディン
グ

１．災害時要配慮者支援強化 ①個別避難計画作成優
先者残り822人の作成（通年）、②避難確保計画未作成
の要配慮者利用施設に作成依頼及び支援（3月）、③要
配慮者利用施設に新ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを配布し、避難訓練を
支援（3月）、④タイムラインを台風対応から大雨全般
対応に改定（3月） ２．地域の防災意識と防災行動力
の向上 ①中学生等の市民参加型総合防災訓練で共助
の強化（9/13精華小）、②教育研究所の防災教育教材
を共同で研究、③地域特性を踏まえた地域独自の防災
計画（地区ﾀｲﾑﾗｲﾝ、地区防災計画）の策定支援（通
年）、④新ハザードマップ活用による地域の災害リス
ク情報の周知（通年） ３．陶都中・小泉小の体育館
空調機整備

目
標
５

広 聴 広 報 の 充
実・ＩＴインフ
ラ等の整備

ホームページの
リニュアル等広
聴広報の充実並
びにＩＴインフ
ラの整備及びＩ
Ｔ人財の育成

1.ホームページのリニューアル（３月）
①ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ研究会及び庁内関係部署への意見聴取
②仕様・プロポーザル実施要項の作成
③プロポーザル審査による業者選定、適宜庁議報告
④次年度本格運用のためのテスト運用及び検証
２．地区懇談会の円滑な実施
３．ＩＴインフラ等の整備
①拠点間ネットワーク機器更新（通信費削減対応）、
②ネットワーク接続切替（北消防署、笠原小学校）、
③無停電電源装置、空調設備入替、全庁管理パソコン
のソフトウェア更新（10月）
４．ＤＸ人財の育成

1-①（4月）ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ研究会、(5月)庁内関係部署に
意見聴取。②③（7月）4社によるプロポーザルを経
て業者選定。（10月）庁議報告。④2/17テスト運
用。3/17本運用。
2.（5.6月）13会場開催、参加者計503人。
3-①28施設機器更新及び通信方法見直しによる通信
費1/2削減。②北署:2月切替、笠小中こども園:3
月。③(7月)本庁電算室空調設備整備、（11月）無
停電電源装置入替(11/29予定)、端末550台更新作業
実施(9月～1月)。R8年度更新分1,400台のR7年度前
倒し購入。
4.DX推進研修実施100人参加（BPR、オンライン申
請、生成AI）。

1-①②4地区完了59人分完了。18地区の660人分を実
施中。全対象者1,917人中1,092人の作成意向調査と
432人の計画作成を完了。未着手区への説明会20回
開催。③137施設に配布し8施設の避難訓練を支援。
④ﾀｲﾑﾗｲﾝ検討会・庁内WG各2回実施。（3月）改定。
2-①（9月）体験型を重視した訓練内容に見直し実
施、中学生14人を含む参加者計300人。②防災教育
編の社会科副読本掲載内容研究。③第１区(生田)策
定完了。第28区（市之倉）の策定支援着手。④ﾊｻﾞｰ
ﾄﾞﾏｯﾌﾟ講習会を13校区開催、全受講者264人。
3.両校整備完了。（3月）他20校体育館空調機整備
の総合計画変更議案提出。

目
標
４

地域防災力の
向上

災害時要配慮者
の避難支援や平
時における防災
対策の促進

企画部
部長　桜井康久

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
1-①６月議会提案・可決（総計変更、補正予算及び
財政向上指針見直し）。（7月）協定書締結。②⑤
庁内検討・大学協議し、アクションプラン策定（3
月）。③④建物鑑定、土地の測量、民有地買収。
（3月議会）建物譲渡等の議案提出。⑥（3月議会）
旧准看護学校建物譲渡等の議案提出。 2－①（6
月）実行委員会設立、会議計5回開催。②（7月）委
員会による寄附金募集開始。1/20現在寄附額3,200
万円。③所有者へ適宜状況説明・調整。 3－①高
校への説明巡回計5回、②（8月）チラシ・ホーム
ページで募集開始。③（12月）１次審査全69件。２
次審査11件プレゼンコンテスト2/7開催。 4.（3
月）シティプロモーション戦略とりまとめ。

目
標
１

プロジェクトの
推進

重要事案推進に
向けたプロジェ
クト立上げと運
営

１．中京学院大学移転プロジェクト ①総合計画基本
計画追加、補助金補正予算計上、財政向上指針見直し
（6月議会）、②ソフト・ハード両面における課題対応
や新規施策の方針とりまとめ（9月）と順次実施、③笠
中校舎・土地の鑑定、登記、測量、④校舎譲渡議案提
案（3月）、⑤庁内・対大学の調整事務（通年）、⑥笠
中以外施設の追加活用策検討
２．修道院耐震調査プロジェクト ①実行組織の立上
げ（6月）・運営、②調査費財源寄附金募集（7月）、
③所有者との調整 ３．SDGs高校生コンテスト ①各
校へのPR（4,5月）、②募集要項（8月）、③コンテス
ト1次（12月）・2次（2月）審査 ４．シティプロモー
ション戦略策定（10月）と順次実施

１．予算編成等 ①総合計画や財政向上指針による補
正予算及び次年度当初予算編成、②事業費調査、総合
計画ヒアから予算要求までの部内（企画課・財政課）
実施メリット最大化、③地方創生交付金事業の立案・
調整
２．TR360作戦による企業版ふるさと納税強化
①ターゲット・アプローチのリスト作成と営業、②リ
ピーター確保
３．公の施設等の使用料等減免見直し
４．行革大綱掲載の広告掲載に関する調整・進捗管理
５．市税等増収プロジェクトによる増収取組の推進・
促進

目
標
３



別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２　月　 ５　日

組織名称

補職名・氏名令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
秘書広報課
課長・近藤信介

1.ホームページのリニューアル
①ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ研究会(4月･7月)及び庁内関係部署への意見
聴取(7月)、②仕様・プロポーザル実施要項の作成(5
月)、③プロポーザル審査による業者選定(7月)、適宜
庁議報告(5月･7月)、④次年度本格運用のためのテスト
運用及び検証(3月)
2.コミュニティＦＭの改革案とりまとめ(12月)
3.広聴・広報戦略の運用及び推進
⑤デジタル媒体の活用促進、⑥民間事業者による情報
発信ツールの利用促進、⑦ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの外部評価（ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞ）の実施（3月）、⑧ホームページ・ＣＭＳの管理、
⑨多治見市公式LINEの運用及び活用促進、⑩広報たじ
みの編集発行(毎月)

1.①ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ研究会(2月・書面)、庁内関係部署(5
月)へﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾚｲｱｳﾄ等について意見聴取、②意見聴
取内容を踏まえ仕様及び実施要項を作成、③1次審
査4社、2次審査4社によるプロポーザルを実施し業
者選定（7/1）、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ更新にかかる庁議報告、
④テスト運用(2/17)を経て、本格運用開始(3/17)
2.庁議等にて方針報告、FM体制の交代、経営改革に
向けた協議を経て、次年度の運営方針を取締役会で
確定。次年度広告料約700万円を削減。
3.⑤公式LINEを適正運用、⑥Locleの活用延長の決
定、⑦ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ研究会等による外部評価実施(2月)
⑧CMSを適正管理、⑨公式LINE導入し適宜情報提
供、⑩毎月39,000部を印刷発行

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

T3

T3

①5/12～6/16、13校区にて円滑に開催（全503人参
加）。区長会にて周知。
②市民討議会の開催（7/27・32名参加）及び提言書
を市長へ手交(10/3)
③ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝに関する項目を加えるよう調整
④市長への提言の受付（ 107件）及び回答（ 51
件）。くらし人権課との調整により要望書の回答鑑
文との整合実施(2月庁議)。
⑤1089件受付。担当課に回付及び対応依頼。
⑥ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄ（実施55件・不実施22件）実施中。
⑦市民8名参加により適正開催(11/8)。
⑧6校16名を担当課と調整し受入れ。
⑨ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載に向け取り組み中。

T2

T3

①岐阜県市長会議、東海市長会、全国市長会議案提
出取りまとめ及び監事として市長会事務局との事務
調整、②県下副市長21人参加による会議及び視察・
懇親会の開催(7/4)、③漏れや誤りのない日程調整
実施、④表敬訪問（62件）にて激励金を支給(190
人)、⑤定期的に情報提供し、交流会を全40名の参
加で開催 (2/2)、⑥市政記念表彰との合同開催
（8/1）、⑦市長会議の随行及び情報交換、⑧要望
活動に関する内容及び日程の調整実施、⑨資産公開
（6月）及び市長交際費の公表を適正実施、⑩毎
月、適正に運用、⑪全6回円滑開催。⑫市長及び副
市長執務室、付帯会議室等の毎日の整理整頓を着実
に実施

①市長の個別提案事項等の整理及び関係部署との連絡
調整、実施
②政策課題案件の連絡調整
③市民と市長の意見交換会の開催
④重要政策情報の収集と整理（地元選出県議・国会議
員事務所、関係省庁との連絡調整）
⑤市長・副市長・秘書の確実な情報共有
⑥議会における議案説明資料の作成
⑦議会質疑答弁取りまとめ

目
標
５

情報の迅速な
収集・提供

平常時の情報収
集・提供及び災
害や事故等の安
全安心にかかる
重要情報等の迅
速な提供

①マスコミ等への適切かつ円滑な情報提供
②市長定例記者会見の適正実施と内容検討
情報提供に関する職員研修の実施(11月）
③緊急情報等(災害、事故、事件等）の迅速な収集と対
応
④おりべﾈｯﾄﾜｰｸ及びＦＭPiPiとの連携による情報発信
⑤情報収集、提供のための体制の周知

①庁内外からの記者クラブあて情報提供を確実に実
施。
②毎月の定例記者会見を円滑に開催。庁議にて定例
記者会見での効果的な情報提供を図るための基準作
成。
③7/2の警報、9/6の水道管漏水、11/30の愛岐道路
土砂崩れ等に対し関係機関と連絡調整の上、ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ及びﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ等、迅速的確に対応。
④毎月の動画撮影及び災害時の緊急放送について取
り組みを確認
⑤緊急情報の発信について手順及びﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等への
記載内容を確認

①市長指示事項（修道院、企業版ふるさと納税、寄
付等）を関係部署等の調整により実施。
②議会対応など市長作成指示に対応中。
③意見交換会を開催（11/8）し、1月号広報掲載。
④地元選出国会議員との連絡関係を継続し、国の予
算等情報を受け庁内共有。
⑤事故や事務ミス、訃報等の情報を即時情報共有す
るよう部課長に依頼。発生時には対応協議。
⑥議会における市長提案説明資料の調製及び関係者
へ配布
⑦通告日に質疑答弁様式を作成し、各部長に答弁記
入を依頼。質疑前日までに取りまとめ調製。

目
標
４

市長の個別政
策事項及び政
策課題案件の
検討と実施支
援

重要な政策情報
を収集整理、個
別政策及び政策
課題案件の確実
かつ迅速な検討
及び実施

市民参加の促
進及び市政Ｐ
Ｒ

地区懇談会（年
1回）、意見交
換会、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺ
ﾒﾝﾄ、市民討議
会の実施による
市民参加意識向
上と市政PRの実
施

①地区懇談会の開催（13校区・5～6月）と希望する小
学校区単位で地域課題等に対する意見交換会の開催(10
～12月）
②市民ボランティアで構成された実行委員会による市
民討議会の円滑な運営と実行委員会への運営支援
③次年度実施に向けた市民意識調査の内容検討
④市長への提言の募集と返信（随時）
⑤問い合わせフォームの対応
⑥ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄの着実な実施徹底とフォローアップ
⑦市民と市長の語る会の実施
⑧中高生職場体験の受入れ
⑨市政資料の電子化促進と適正な提供

目
標
２

秘書業務の確
実かつ迅速な
実施

市長・副市長業
務が円滑に実施
できるよう、秘
書業務の確実か
つ迅速な対応

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

ホームページ
のリニューア
ルと魅力的な
市政情報の提
供

広聴広報戦略の
策定と戦略に基
づく広聴広報活
動及び市内外に
向けたデジタル
情報発信の強化

①岐阜県・東海・全国市長会の事務全般及び役員事務
調整
②岐阜県副市長会議の開催(7月)
③市長・副市長の確実な日程調整
④表敬訪問対応と激励金の適正運用(随時)
⑤まちづくりサポーター制度の施行と円滑な運営
⑥叙勲褒章受章祝賀会の市制記念共同開催
⑦岐阜県東京事務所派遣職員との連絡事務調整
⑧国・県等への要望活動及び市への陳情等の調整対応
⑨市長の資産公開(7月)及び市長交際費の執行と公表
⑩市長活動日記「市長の部屋」の運用
⑪四季の会の運営
⑫5S+Sの徹底(市長・副市長室他執務室の整理整頓)

目
標
３



別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２　月　 ５　日

組織名称

補職名・氏名

１　修道院耐震調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
①施設所有者との協議(通年)②諸団体に事業趣旨説
明、庁議付議・市議会に周知(5月)③民間組織による実
行委員会設立支援(6月)④検討及び活動のｻﾎﾟｰﾄ(7月～)
２　高校生SDGsｱｲﾃﾞｱｺﾝﾃｽﾄの実施
①高校への協力依頼(4月～)､HP作成(5月)､出場者募集
(8月)②第1次審査(12月)及び最終審査(2月)③視察研修
及びﾚﾎﾟｰﾄ提出(3月)
３ 新制度の導入による移住定住ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施及び効
果検証
①新支援ﾒﾆｭｰの周知(通年)、事業者への営業(50件)②
移住ﾌｪｱへの出展(7･9･10･1月)③くまのがっこう子育ち
応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝへの展開(通年)
４　ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ戦略の策定(通年)

目
標
３

標題 実施する業務の内容 成果(評定時に記入)
１①全庁体制による中京学院大学プロジェクトを設
立(4月)②上記プロジェクトの賑わい・ハードプロ
ジェクトワーキングを各4回、ミーティングを4回実
施③総合計画変更手続・債務負担設定を実施。(6
月)④協定書を締結。(7月)⑤事務レベル協議を上半
期に5回、下半期に6回開催。トップ協議を3回開
催。⑥2月にアクションプラン取りまとめ⑦登記・
測量・鑑定について、関係課の支援を受けながら実
施。笠原中隣接地の買収に着手。⑧議会提案を実
施。⑨令和7年度補助金8千万円を交付。

目
標
１

地域活性化をけ
ん引する大学の
誘致

中京学院大学
キャンパス移転に
係る全市的な支
援実施。

１　中京学院大学キャンパス移転プロジェクトの推進
①検討体制の確立(4月)
②課題解消に向けた協議の実施(通年)
③総合計画変更手続・債務負担設定(6月)
④協定書の締結(7月)
⑤大学との協議(通年)
⑥ソフト・ハード実施方針とりまとめ(9月)
⑦登記・測量・鑑定の実施(通年)
⑧建物無償譲渡・土地無償貸与を議会提案(3月)
⑨補助金の交付(3月)

企画政策課
課長　大前 健史

目
標
５

諸計画の着実な
進行管理及び課
内の業務管理

庁内諸計画や
様々な検討課題
への円滑な対応
及び着実な事業
推進

１　総合計画の進行管理
①事業評価委員会による評価(7月)
②市議会による総合計画検証への対応(8月)
③総計変更への対応(通年)
２　行政改革大綱の進行管理(通年)
３　職員提案制度の実施(3月)
４　課内・部内の諸事務とりまとめ(通年)
５　調整会議・政策会議・部課長会議等(通年)
６　一般質問の取りまとめ(通年)
７　市民病院に関する諸調整(通年)
８　企業等との連携に関する業務の推進(通年)
９　広域での連携事業の推進(通年)
10　市長、副市長による特命事項への対応

１①事業評価委員会による評価を実施(8月)②9月決
算委員会で総合計画に関する検証実施(9月)③事業
評価委員会を開催(1･3月) ２第9次行革の総括を庁
議付議(6月) ３職員提案によるカイゼンの表彰を
実施(3月) ４課内・部内の諸事務とりまとめを実
施(通年) ５調整会議・政策会議・部課長会議等を
開催(通年) ６議会毎に一般質問の取りまとめを実
施(通年) ７市民病院との定例打合せに参加。保健
センターのサポートを実施(通年) ８企業等との連
携に関する業務について検討を実施(通年) ９広域
組合実施の広域事務見直しに協力(7月) 10市長、
副市長による特命事項に対応(通年)

１①ｶﾙﾃ更新を各課に依頼(8月)②施設保全研修会を
実施(4月)③検討委員会を開催(4･5月)､次年度計画
を示す委員会を書面開催(9月)④庁内照会(7月)､庁
内ﾜｰｷﾝｸﾞを3回開催(9～11月)､庁議付議(12月)､規則
改正(R8.4月施行)⑤庁内ﾜｰｷﾝｸﾞを6回､MTG3回開催⑥
R7分LED事業を発注(5月)､次年度のLED･ﾄｲﾚ様式化の
対象決定(9月)､該当課に予算計上依頼(10月)⑦税情
報の分析から､施策の効果を検証(8月)｡市情報につ
いて､ﾃﾞｰﾀの持ち方を担当課に照会(1月)⑧大学移転
に伴う公民連携事業の可能性調査(5月～)⑨ﾀﾌﾞﾚｯﾄ
導入に伴うﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化推進(5月～)⑩庁内検討組織
を設立(12月)｡委員会3回実施｡先進地視察2か所実施
⑪計4件の職員提案に対応

目
標
４

時代に適応した
ハード管理及び
業務改善の推進

安定的かつ効率
的なソフト・ハード
事業の推進を実
現 す る た め の
様々な取組の実
施

新しい収入確保
策への挑戦及び
適切な経済対策
の実施

人口減少社会に
おける安定した行
政サービスの提
供に資する、新た
な増収策の検討
及び推進

１　企業版ふるさと納税の獲得強化
①庁議での方針決定(4月)②目標の設定(R7:1億円)③営
業リストに関する各部課照会(4月)④営業リストとりま
とめ(4月)⑤リストに基づくアプローチ開始(5月～)⑥
第2弾営業リスト作成にむけた情報収集(10月)
⑦新リストに基づくアプローチ開始(11月～)
２ 新しい地方経済・環境改善創生交付金の獲得に向
けた全庁調整・プラン作り(～9月)
３　市税増収プロジェクトの推進(通年)
４　市民生活を支援する交付金の適切な配布
①不足額給付事業の実施(～11月末)
②物価高騰対策給付金支給事務の実施(～5月末)

目
標
２

民間団体と連携
した諸課題への
対応

公民連携の推進
をベースとした修
道院耐震調査プ
ロジェクトや学生
アイデアコンテス
ト、移住定住プロ
ジェクト等の実施

1　時代に即した政策を展開するための業務改善
①公共施設等総合管理計画及び公共施設カルテの更新
(8月)
②点検マニュアルを活用した施設保全の推進(通年)
③公共施設等整備検討委員会の開催(～10月)
④事務専決規則の見直し(～12月)
⑤庁内窓口BPRの推進(通年)
⑥公共施設のLED化・洋式便所の整備推進・調整(通年)
⑦EBPMの調査研究(通年)
⑧公民連携事業の調査研究(通年)
⑨庁内ペーパーレス化の推進(通年)
⑩開庁時間の短縮検討(通年)
⑪事務事業の見直し(通年)

１①②庁議にて方針決定・目標を1億円に設定(4月)
③営業ﾘｽﾄを各部照会(7月)④ﾘｽﾄ取りまとめ(8月)⑤
ｱﾌﾟﾛｰﾁに向けた庁内への依頼実施(9月)⑥営業結果
収集及び見込客ﾘｽﾄの作成(11月)⑦ﾘｽﾄに基づくｱﾌﾟ
ﾛｰﾁ依頼(12月～),1/19現在寄附額4,805万円｡ ２庁
内への補助金活用に向けた情報発信(20回)、事業者
へのﾋｱﾘﾝｸﾞ実施(9月) ３検討ﾃｰﾏについて協議(8
月)､ﾜｰｷﾝｸﾞ開催(9月)､次年度でｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ実
施､令和9年度導入に向けた法定外目的税制度素案取
りまとめ｡市税等増収MTG6回開催 ４①市民税ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟと協議(4月～)､補正予算計上(6月)､事務局設立(7月),
事業実施(8月～12月)②物価高騰対応支援事業,商工会
議所と連携し商品券配布事業実施(12月～)。

T2

１①名古屋の神言修道会に挨拶(4月)、多治見修道
院に定期的に状況報告のため訪問②諸団体に趣旨説
明、庁議付議・市議会への周知(5月)③実行委員会
設立を支援(6月)。委員会を5回開催④実行委員会へ
の参加、活動ｻﾎﾟｰﾄ(7月～)､7月から寄附募集,1月20
日現在寄附額3,200万円｡ ２①高校への協力依頼を
4回実施(4･7･10･12月)､HPを作成(5月)､ﾎﾟｽﾀｰ･ﾁﾗｼを
作製、出場者募集開始(8月)②第1次審査でｴﾝﾄﾘｰ69
件から11件を選出(12月)、審査会を開催(2月)③視
察研修の実施(3月) ３①8月に例規整備、市内不動
産事業者32件を含む44件のPRを実施(9月)。実績4
件、計200万円を交付②移住ﾌｪｱに出展(9･10･11月)
③ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝで子育ち応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを周知 ４戦
略策定に向け、庁内ﾜｰｷﾝｸﾞを計6回実施。外部事業
者にﾋｱﾘﾝｸﾞ(4社)。戦略骨子の策定(3月)

T2

T3

T3

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート



別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２　月　 ５　日

組織名称

補職名・氏名

健全な財政運
営の推進

財政向上指針に
沿 っ た 予 算 編
成、中期財政計
画の作成、新基
準での財務書類
の作成、市民へ
の財務情報の提
供

歳入確保に向
けた全庁的な
取組

第５次財政向上
指針に定める歳
入の増加に寄与

決算統計と
地方財政の
調査研究

市民への財政状
況の公表

入札制度の公
正な運用及び
その改善

契約事務の公正
執行及び運用改
善による効率化

目
標
５

諸納付金徴収
率の維持指導

債権管理計画に
基づく徴収率の
確保

①債権管理計画に基づく令和7年度徴収計画策
定、議会報告（6月）
②目標徴収率（R6年度実績）の達成状況の庁議報
告（7月）、議会への報告（9月）
③横断的取組、情報共有等を目的とした徴収事務
研究会の開催（随時）
④収納対策監及び収納指導担当者による各課巡回
ヒアリング

①令和7年度徴収計画を策定し、議会報告（6月）
②令和6年度決算による収納状況（徴収率）取りま
とめ（第8回庁議）、議会報告（9月）。昨年度より
目標達成＋2科目
③徴収事務研究会にて情報共有と課題検討（随時）
④収納対策監及び収納指導担当者による各課ヒアリ
ング（8/19～9/4、1/26～2/5）
⑤公金収納のデジタル化（elTAXの活用）の取組に
ついて関係課ヒアリングと情報共有（随時）

T3

目
標
４

①少額随意契約金額引上げによる契約規則等改正
（5月）
②施工時期の平準化に係る予算措置（9、12月）
③事業施行伺等の確認及び入札執行の適正事務
（通年）
④契約審査委員会の開催、審議事項・基準見直し
及び公正契約調査委員会の開催（通年）
⑤電子契約システムの安定運用、対象範囲拡大に
向けての課題整理（通年）
⑥工事関係提出書類の見直し検討（3月）
⑦入札監視委員会設置に向けた調査研究
⑧ガソリン・LPガス単価契約

①競争入札基準金額の引上げ（5月） ②施工時期平
準化の加速と促進。12月ではなく9月補正予算で予
算化（件数も6件と倍増） ③主観的事項審査の廃
止。一連の改定を反映した契約マニュアルの改訂
（13年振り） ④契約審査委員会委員数の精査△5
人、コスト縮減の在り方検討 ⑤11月から郵便入札
においても電子契約を開始（書面契約も選択可）。
但し、書面での契約書の提供は終了し、書面希望の
場合はデータで提供。郵便入札の電子契約率は73％
（電子入札では97％）と高水準。今後も増加見込
み。落札者の来庁手間が皆減（従来の書面では２度
来庁）及び紙の節減効果 ⑥工事書類と専決区分の
見直し、規則改正（3月） ⑦調査研究 ⑧ガソリン
単価契約（ガソリン税暫定税率廃止分も適宜対応）

T2

目
標
３

１決算統計と決算認定
①決算統計（6月）
②決算審査資料、健全化法に関する資料作成（7
月）
③決算審査、健全化判断比率審査（8月）
④市議会決算認定（9月）
⑤経年変化と決算分析、わかりやすい決算説明
書、財政状況資料集作成（～3月）
２県自民党要望（R8岐阜県当初予算要望）（11
月）
３財政問題市民懇話会の開催
①財政運営全般の調査研究

１①決算統計の適正な事務執行
②③決算審査等の資料作成と健全化判断比率の決算
審査（8月）
④市議会決算特別委員会対応（9月）
⑤経常収支比率の上昇要因等の決算詳細分析、見え
る化を意識した定例記者会見資料作成（8月）、わ
かやすい決算説明書作成（3月）
２ 県自民党要望の各課取りまとめ、県提出（9
月）
３ 財政問題市民懇話会の委員委嘱、開催（8,10,3
月）

T3

目
標
２

１公の施設等の使用料等減免見直し（4年毎）
①各課照会・ヒアリング（～7月）
②財政問題市民懇話会、政策会議（8、9月）
③パブリック・コメント実施（10月）
④規則改正（12月）、R8年4月施行
２広告新募集等の全庁取りまとめ、広告審査事務
３基金の活用方針見直し（予算編成方針に反
映）、資産運用支援
４ネーミングライツ事業の適正実施
５市町村支援補助金（旧清流の国ぎふ推進補助
金）の活用（通年）

１ 公の施設等の使用料等減免見直し。財政問題市
民懇話会での意見聴取（8月）、見直し決定（9
月）、規則改正（3月）
２ 新たな広告媒体の追加と競争入札による広告主
決定。公用車（8台）は営業努力により契約獲得。
収入増加（137万円/年）
３ 基金の積極的な活用を予算編成方針に追記。関
係課ヒア、緑の基金等の活用（取崩）に繋がる。会
計課と繰返し協議、基金の運用益増加に大いに貢献
４ TYKスポーツパーク命名権料の予算化（6月補
正）、歳入増に寄与
５　各種補助金採択に向けた情報発信

T2

目
標
１

①総合計画や財政向上指針に沿った令和7年度補
正予算及び令和8年度当初予算編成
②事業費調査、総合計画ヒアから予算要求までの
財政・企画融合による一体的、効率的実施
③大学誘致に係る財政支援に伴う財政向上指針の
変更（6月）
④予算査定資料の省略化（電子化）への取組
⑤中期財政計画の作成、公表（2月）
⑥公会計制度（財務書類）、起債（償還含む）、
地方交付税、財政判断指数、予算書編集、財政公
表、補助金審査（電子化への取組含む）、財務会
計システム運用（通年）

①令和8年度当初予算編成にあたり、人件費抑制を
含めた当初予算編成方針を決定（9月）。財務条例
の目標値及び基準値の変更と議会報告（3月） ②
企画政策課との連携による総合計画ヒアリングを実
施（8月） ③大学開校支援に伴う財政向上指針
（地域振興基金の処分額）の変更と議会報告（6
月） ④軽微な歳出予算の細目統合、9月議会市長
査定から配布資料のペーパーレス化 ⑤令和8年度
当初予算を反映した中期財政計画作成と告示（2
月） ⑥体育館空調機整備に係る経常収支比率推計
と公債費繰上償還の準備（12月）、補助金事務手続
き変更と効率化、公会計、起債、交付税算定、指定
納付受託者制度等の適正な事務執行

T2

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

＜兼務比率記載欄＞
：

令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
企画部財政課
課長　小栗利広

組織目標兼管理職個人目標
達成度



別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２  月   ５　日

組織名称

補職名・氏名

①中学生等の市民参加型総合防災訓練で共助の強化
（9/13精華小：全9区参加）
②教育研究所の防災教育教材を共同で研究
③地域特性を踏まえた地域独自の防災計画（地区ﾀｲﾑﾗｲ
ﾝ、地区防災計画）の策定支援（通年）
④新ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ活用による地域の災害リスク情報の周
知（通年）
⑤自主防災組織支援事業補助金の活用促進と補助制度
の見直し（9月）
⑥地域防災力向上セミナーの実施による地域の防災
リーダー育成（2月）
⑦防災士の会の知識技術の強化及び防災士の育成、地
域防災活動への参画支援（通年）

目
標
３

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
①4の区で完了し59人の計画作成。18の区で660人実施
中。全対象者1,917人中1,092人の作成意向調査と432
人の計画作成を完了。未着手区への説明会を20回開催
②未作成4施設に作成支援通知の発送と個別訪問相談
を実施。訓練への技術的助言等のｻﾎﾟｰﾄを実施
③137施設に配布。8施設の避難訓練支援を11回実施
④ﾀｲﾑﾗｲﾝ検討会(8/26,2/19)、庁内WG(9/29,11/21)を
開催し、3月改定
⑤R7年度名簿の配布完了。新規登録対象者(1,541名)
への意向調査書発送によりR8年度名簿更新完了
⑥要配慮者用防災備蓄品を購入。要配慮者対応を反映
した避難所運営ﾏﾆｭｱﾙを3月改定
⑦市民福祉部による1/27福祉避難開設訓練を支援
⑧出前講座43件実施、受講者総数2,639人

目
標
１

災害時要配慮
者支援策の強
化

地域や関係機関
との連携による
要配慮者支援体
制の充実

①地域と連携し、個別避難計画作成優先者の事業完了
822人作成（通年）
②水防法と土砂災害防止法で作成義務が課せられた避
難確保計画が未作成の要配慮者利用施設に対し作成依
頼及び支援（3月）
③要配慮者利用施設に、新ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを配布し、避難
訓練を支援（3月）
④ﾀｲﾑﾗｲﾝを台風限定から大雨全般に改定（3月）
⑤避難行動要支援者名簿への登載意向調査と名簿更新
の実施、避難支援関係者への配付と活用促進（3月）
⑥女性、子ども、外国人等の要配慮者に対する避難支
援、防災設備等の充実（通年）
⑦福祉避難所における要配慮者避難訓練の支援
⑧出前講座の積極的な実施等による要配慮者自身の防
災意識及び防災行動力の向上（通年）

課長　小栗　久宏

目
標
５

確実かつ適正
な防災情報の
伝達

防災情報の適切
な発信と確実な
伝達による被害
の軽減

①災害対策（警戒）本部会議の運営及び適切な避難情
報発信（通年）
②防災行政無線の適正運用（通年）
③防災行政無線設備更新事業（R6、R7）の完了（3月）
とLINEの運用開始による情報配信強化（5月）
④緊急メール、防災アプリの普及啓発（通年）
⑤ケーブルテレビ、FMピピ、市ホームページ等を介し
た防災情報の発信（通年）
⑥全国瞬時警報システムの適正運用（通年）
⑦重点リモートセンシングの適正運用（通年）
⑧被害情報集約ｼｽﾃﾑ、被災者支援ｼｽﾃﾑ、安否情報ｼｽﾃ
ﾑ、県防災ｼｽﾃﾑの適正運用（通年）
⑨地震速報端末、特設公衆電話の適正運用(通年)

①7/14～15警戒本部・災害対策本部運営、7/14高齢者
等避難を発令
②随時適正に運用管理
③子局100基、ﾎﾟｰﾙ25本を更新し2か年の更新事業を完
了。秘書広報課と連携しLINEでの情報連携開始
④出前講座他機会あるごとに普及啓発を随時実施。ﾊ
ｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ講習会や総合防災訓練で特設ﾌﾞｰｽを設置
⑤災害時の避難情報、熱中症予防対策他多岐にわたる
情報提供を適宜実施、FMﾋﾟﾋﾟと7/30緊急放送訓練を実
施
⑥随時適正に管理、年4回のﾃｽﾄを実施
⑦市内8か所のｶﾒﾗ、6か所の雨量計を適正に管理
⑧平時の訓練実施、有事には適正に運用
⑨随時適正に管理、災害時には適宜運用

①国庫補助等の財源を確保し、ﾄｲﾚｶｰを1台購入。
12/25納車式及び災害協定式を実施
②5/29防災会議を開催し地域防災計画を改定。12月に
BCPを改定（12月）、受援計画改定(2月）
③10/30県の図上訓練に参画
④4件締結（Vﾈｯﾄ：入浴施設、松本電気：一時避難
所、FRC：車両提供、ﾄｲﾌｧｸﾄﾘｰ：ﾄｲﾚｶｰ提供）
⑤本部連絡員会議4/14、情報伝達訓練4/24、避難所訓
練6/27、水防訓練6/8、災害情報訓練6/25、災対本部
訓練（風水害7/4、地震12/22）実施
⑥ﾀｲﾑﾗｲﾝ防災国民会議に幹事として4回参画。ﾀｲﾑﾗｲﾝｶ
ﾝﾌｧﾚﾝｽ3月に参画
⑦TASKI会議を多治見市主催で11/6､7に実施

目
標
４

庁内防災体制
の強化

庁内における平
時の備えの強化
と有事の対応力
向上

防災・減災環
境の整備

災害発生リスク
の低減と災害対
応設備、資機材
の充実

①指定避難所2か所（陶都中、小泉小）の体育館に空調
設備の設置（3月）
②更新計画に基づき防災倉庫1基（根本地区）の更新及
び適正管理（3月）
③笠原中防災倉庫の取扱いを大学と協議（3月）
④指定避難所、指定緊急避難場所の指定及び適正な管
理運営（通年）
⑤災害危険箇所の選定、関係機関との合同調査及び減
災対策の実施（6月）
⑥危険ブロック塀除去補助金の活用促進と制度周知
（通年）

目
標
２

地域の防災意
識と防災行動
力の向上

平時における地
域の防災対策を
促進し災害発生
時の被害を軽減

①災害(被災)地派遣車両兼ﾄｲﾚカーの更新整備（1月）
②防災会議の開催(5月)と地域防災計画の改定（5
月）、BCP、受援計画の改正（3月）
③国民保護関連業務（国民保護協議会、国民保護計画
修正、避難訓練）の適正実施（3月）
④民間企業等との有用な防災協定の締結（通年）
⑤災対本部訓練(風水害6月、地震11月)、情報伝達・参
集訓練(4月)、避難所訓練(6月)、水防訓練(6月)、災害
情報訓練(6月)の実施
⑥ﾀｲﾑﾗｲﾝ防災国民会議への参画（通年）
⑦中部5市相互応援協定（TASKI)会議の開催(11月）

①小泉小（10/31完成）、陶都中（1/23完成）の体育
館に空調設備を設置完了。令和8年度以降の避難所空
調機整備方針を決定し、総合計画を変更
②根本分団車庫防災倉庫を更新。備蓄品の追加整備を
完了
③譲渡後も既存位置を維持できるよう、中京学院大学
と12/26協議を実施
④指定避難所、指定緊急避難場所の適正管理運営を実
施
⑤市内3箇所を選定し、5/21関係部署及び警察機関と
の現地調査及び検討会を実施し情報共有
⑥補助金交付6件、延べ91ｍ除去。出前講座等のあら
ゆる機会を捉えて補助制度の周知を実施

T2

①中学生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの参画や体験型重視の訓練内容への
見直しを図り、9/13に実施。参加者数300人
②小学生社会科副読本への防災内容反映を研究中
③第1区(生田)の策定支援を完了。3月から第28区（市
之倉）の策定を支援
④13小学校区別にﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ講習会を開催。防災士の
会延べ71人と連携し、市民264人に普及啓発を実施
⑤20団体に補助金交付、共助をさらに推進するため補
助制度を見直し、補助金要綱を改正（4/1施行）
⑥2/7地域防災力向上ｾﾐﾅｰ開催
⑦例会9回・役員会10回を開催し知識技能強化を推
進。総合防災訓練への出展、ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ講習会の講師
補助等、地域防災活動への参画を支援

T3

T3

T2

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

企画部危機管理課
令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート



別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２　月　 ５　日

組織名称

補職名・氏名令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
企画部デジタル推進課

課長　柳生光則

標題

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

目
標
５

1.①システム標準化に関わるマイナンバー条例改正
(12月議会議決)、特定個人情報保護評価(PIA)を実
施(6/30)。②改版に伴うシステム改修実施(6月)。
③第三次システムへ移行(1月)。④システム標準化
に伴う連携切替を実施(2月)。⑤国からの通知等適
宜関連課へ展開
2.適切に対応。システム標準化に伴う連携修正作業
を実施(1月)
3.市からの情報取得方法等の習得を目標とした「ス
マートフォン講座」を開催(全10回,市民64名参加)
4.執務室等の整理整頓

１．マイナンバー制度への対応（通年）
①法改正及び必要に応じた例規改正
②国のデータ標準レイアウト改版への対応
③中間サーバープラットフォーム運用管理
④マイナポータル（子育て・介護等オンライン申請）
の運用支援
⑤関係課への情報提供・運用支援
２.コンビニ交付データ連携運用調整
３．情報格差対策（高齢者等向けデバイド対策講座な
ど）
４．5S+Sの推進（通年）

T3

1.①運用稼働定例会開催(毎月)、帳票購入・電算処
理等作業(103件)、口座振替送信作業効率化(作業時
間1/4(120分→30分)に短縮)、指定金交代対応(10
月)。②基幹業務端末110台入替(2月) 2.運用稼働
定例会開催(毎月)。①145台購入･入替(11月完了)、
140台先行購入実施(3月)。②システムデモ実施(3社
提案)検討継続 3.①拠点機器更新(16施設,12幼保
園)、通信方法見直しで通信費1/2削減。②北消防署
(2月)、笠原小,こども園(2箇所)(3月)。③本庁電算
室空調設備整備(7月)、駅北サーバー室無停電電源
装置入替(11月)
4.①②端末550台更新作業実施(9月～1月完了)
5.適切に運用管理を実施

目
標
２

T3

1.①情報化推進会議で庁内周知（8月）。マイナン
バー取扱職員研修(11月～12月)。サイバーセキュリ
ティ研修(10/28)。庁内LAN利用者向eラーニング研
修(2月)、②各課自主点検実施(12月)、内部監査(8
課,2園)の実施(2月実施)。
2.地方自治法改正対応、国の改正ガイドラインと整
合を図り見直し(2月)
3.CSIRT体制による情報インシデント対応を継続し
て研究。①推奨を継続、②受講計画作成（5月）。
デジタル推進課職員2名受講（9月,10月）
4.機構改革及び年次異動に伴う適切な切換えを実施
(4月)、随時適正に処理。
5.適切に実施。

目
標
４

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度へ
の対応

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度と
その関連施策へ
の対応

１．研修・監査の実施（通年）
①システム利用職員向けセキュリティ研修の実施、②
セキュリティ内部監査及び各課自主点検の実施
２．情報セキュリティポリシーの運用・見直し（通
年）
３．情報セキュリティインシデントの把握・分析及び
体制整備（通年）
①情報セキュリティマネジメント資格の取得推奨、②
実践的サイバー防御演習等の着実な受講
４．人事異動等に伴う利用者権限の適切な付与。庁内
資産管理システム及びネットワーク監視システムの適
正な運用（通年）
５．岐阜県情報セキュリティクラウド運用管理

安全、安心で
確実な情報セ
キュリティ対
策

職員向け研修や
国の「地方自治
体における情報
セキュリティポ
リシーに関する
ガイドライン」
への対応等

T3

1.①新庁舎建設設計に関わる協議(継続)。②③ネッ
トワーク設計着手【R7基本設計,R8詳細設計】(9月
補正,11月業者契約)
2.①ICT-BCP見直し,訓練計画の作成(9月)、模擬訓
練実施(11/29)。②庁議開催支援(21回)、リモート
会議方法の見直し(1月)、各課へZOOM等利用環境を
提供
3.農林システム(農林課)、予防接種デジタル化(保
健センター)、上下水道システム（上下水道課）、
ギフトカード(こども家庭課、保健センター)、国保
連機器更新(高齢福祉課 他)、ホームページ更新
(秘書広報課)、文書デジタル化対応(総務課) 新BI
施設(商工観光課)、諸収納関係システム支援　他

実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
1.①全業務Fit＆Gap完了(8月)。収納関係機関(金融
機関,コンビニ等)調整(12月)。システム移行作業完
了、帳票様式作成(共通分)(1月)。②当初予定通り
システム稼働切替(2/24)。③ガバメントクラウド環
境構築(4月)。本番切替(2/24) 2.①パイロットオ
フィス無線環境整備(9/16開始)。庁舎無線LAN化開
始(1月)。②新機能追加しオンライン手続随時拡大
(150手続超)。③ペーパレス庁議開始(5/7)。ペー
パーレス会議システム運用開始(11月)。④オンライ
ン会議システム構築・稼働(1月)。⑤生成AIナレッ
ジ機能整備(7月)。利用ユーザー拡大(200ユーザー)
3.①DX推進研修実施(BPR,オンライン申請,生成
AI)(100名)。②委員選任(7月)、懇談会開催(3月)

ＤＸの総合的
な推進

自治体DX（デジ
タル・トランス
フォーメーショ
ン／デジタル技
術活用による業
務変革）の推進

業務システム
の円滑な運用
基盤の整備

基幹系 (住民情
報)、庁内LAN系
(文書管理・財
務会計・グルー
プウエア等 )、
インターネット
系の円滑な運用
と基盤の管理

新規事業連携
及び他課との

連携・支援

新庁舎建設に関
わる情報インフ
ラ環境の調整及
びその他他課へ
のシステム的事
項の支援

１．新庁舎建設基本設計及び実施設計における情報イ
ンフラ整備方針まとめ（通年）
①新庁舎建設事務局との協議
②ネットワーク管理業者との課題調整協議
③駅北庁舎との情報インフラ接続形態検討
２．業務継続性を確保するための方策対応（通年）
①非常時における通常業務の継続性を担保するための
ICT-BCP《初動版》の維持及び模擬訓練の実施
②リモート会議等に係る他課への支援
３．他課へのその他のシステム的な支援（通年）

T2

目
標
１

1.自治体システム標準化・共通化の実施（２月）
①対象業務システム関係課作業支援（20業務のFit＆
Gapの支援等）、②標準準拠システムへの切替実施、③
ガバメントクラウド環境への移行
2.庁舎DX整備方針の推進
①庁舎無線LANの整備(10月)、②個人認証機能付加によ
るオンライン申請の拡大（150手続(９月末)、200手続
(３月末)）、③ペーパーレス化の推進（タブレット端
末の活用、ペーパーレス会議システム導入）、④オン
ライン会議システム活用の検証(10月開始)、⑤生成AI
（AIチャットボット含）、RPAの活用
3.第５次情報化計画の進捗管理（通年）
①職員DX人財の育成、②地域情報化推進懇談会の開催

１．基幹系業務システムの運用管理（通年）
①円滑な更新・運用、②業務端末機の入替
２．文書管理・財務会計、グループウェア、インター
ネット系システムの運用管理（通年）
①庁内LANパソコンの調達・更新、②次期グループウェ
ア等の検討
３．市ネットワーク環境等の機器更新・運用管理
①拠点間ネットワーク機器更新（通信費削減）(12
月)、②ネットワーク接続切替（北消防署、笠原小学
校）、③無停電電源装置、空調設備入替
４．全庁管理パソコンのソフトウェア更新（10月）
①Windows11へアップデート、②M365への更新
５．LGWAN、岐阜情報スーパーハイウェイ運用管理

目
標
３



別記第１号様式 目標設定：令和　７　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　８　年　２　月　 ５　日

組織名称

補職名・氏名

１.財務会計システムの運用支援
①財務会計ｼｽﾃﾑ(執行関係)円滑運用のための支援
の実施(随時）
②ｼｽﾃﾑ不具合等への早急な対応(随時)
③ｼｽﾃﾑ(備品台帳関係)の操作支援の実施(随時)
④各課所管備品とｼｽﾃﾑ内備品台帳の適正管理指導
の実施
２.指定金融機関の円滑な交替及び各金融機関と
の各種調整
①指定金融機関との調整
②新旧指定金機関の事務の円滑な引継
③各種手数料等の調整

目
標
３

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
①③意向調査(4月)後所管課と協議し、基準に
基づき、決済性預金の短期定期化(49億円)、
定期預金の高利回りな電力債等への債券化(額
面35億円)を実施(1月末)。運用収入計85,945
千円（前年比98％増）
②R6資金運用実績を公表（9月)
④歳計現金35億円を定期預金で運用(6月)。金
利上昇期であり、定期預金１年以内、債券３
年以内の運用方針を公金管理運用委員会で決
定(7月)、実施
⑤資金計画作成し支払準備金を確保(毎月)
⑥指定金融機関への定期検査を実施(7月)
⑦２月末実施

目
標
１

①資金管理運用基準に基づく資金運用の実施
②R6資金運用実績の公表(12月)
③所管課への基金意向調査(4月)及び安全確実か
つ有利な運用の実施
④歳計現金及び基金の安全確実かつ有利な運用の
研究
⑤300万円以上調書の活用による支払準備金の確
保と資金計画作成(毎月)
⑥預金の安全性確保のため指定金融機関及び収納
代理金融機関の経営状況調査実施
⑦公金収納業務(ｺﾝﾋﾞﾆ等)の検査(2月)

安全確実かつ
有利な資金運
用

歳計現金、基金
の安全確実かつ
有利な運用の実
施

会計課
会計管理者　山本　元太郎

①有価証券の出納及び保管を適切に実施
②現金出納簿を確実に作成
③歳入歳出外現金の経理を着実に実施
④基金会計、つり銭会計の預金管理を実施
⑤決算書を調製し、市長に提出(6月)
⑥例月現金出納検査を毎月受検
⑦財団法人ｾﾗﾐｯｸﾊﾟｰｸ美濃及び東濃西部広域行
政組合の決算監査を実施

T2

①正確かつ迅速な会計審査の実施(通年)
②処理マニュアルに基づく各部署の会計事務に対
する適正な執行支援の実施(随時)
③新たな公金支払方法の調査研究
④事務処理知識の習得及び適正執行に係る意識向
上のため、事務処理・決算事務研修の実施
⑤研修・庁内LAN等による会計事務執行支援情報
の提供

①帳票審査29,068件（12月末）。正確、迅速
に会計審査を実施し、時間外勤務を縮減
②各部署の会計事務に対する適正な執行支援
を随時実施
③ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞを導入し、ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄｸﾗｳﾄﾞ
の決済方法(Pay-easy)を確立(4月)。電話料金
等の公金支払へ法人ｶｰﾄﾞ導入を庁議(12月)で
決定し、申込等準備中
④部課長会議（4月）、新規採用職員研修（4
月）にて会計事務の留意点を説明。決算事務
研修を2月に実施
⑤口座支払日毎に提出期限や留意点を周知

T3

目
標
２

①有価証券の出納及び保管(毎月)
②現金出納簿の作成(毎月)
③歳入歳出外現金の経理(毎月)
④基金会計、つり銭会計の預金管理(毎月)
⑤決算書を調製し、市長に提出（6月）
⑥監査委員による例月現金出納検査の受検(毎月)
⑦他団体の監査事務の実施(随時)

目
標
５

1-①財務会計ｼｽﾃﾑ運用支援を随時実施
②ｼｽﾃﾑ不具合に随時早急に対応
③ｼｽﾃﾑ(備品台帳関係）の操作支援を随時実施
④R7.4月の機構改革に伴う所管替実施(7月)。
各課の備品(H26～30登録）につき、物品台帳
の整理実施(登録26,251件、うち廃棄2,653
件）(11月)
2-①②指定金融機関交替に向け、諸条件を調
整し、円滑な交替を完了(10月)。ｼｽﾃﾑ標準化
に係る収納事務調整(2月)
③新指定金融機関と公金支払手数料等につい
て調整(7月・8月)

有価証券等の管
理、決算の調製
のほか各種帳票
の作成、現金出
納検査の受検

目
標
４

T3

＜兼務比率記載欄＞
：

T1

達成度
組織目標兼管理職個人目標

令和７年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

財務会計シス
テムの運用支
援と指定金融
機関との円滑
な調整

システムの円滑
運用支援及び指
定金融機関との
調整

会計事務の適
正執行

全庁的な会計事
務の適正執行の
徹底

有価証券・基
金等の適正か
つ安全な管理


